
（用紙　Ａ４）

年 月 日

年 月 日

会 社 名

至 令和

様式第1７号の２

注 記 表

氏　　名

電話番号 (    )

建設業法施行規則による

 　財  務  諸  表 （法人）
（第４条、第１０条、第１９条の４関係）

様式第1５号

住　　所

様式第1６号

事業年度　 

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

完 成 工 事 原 価 報 告 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

様式第17号

自 令和



(会社名)

　

△
Ａ

（1）

△

△

△

様式第15号（第4条、第10条、第19条の4関係）

令和    年    月    日現在

千円

貸　　 借　　 対　　 照　　 表

資　　　産　　　の　　　部

Ⅰ　流　動　資　産

販 売 用 資 産

仮　　払　　金

Ⅱ　固　定　資　産

　　流動資産合計

短 期 貸 付 金

現　金　預　金

受　取　手　形

完成工事未収入金

有　価　証　券

有形固定資産

貸 倒 引 当 金

売　　掛　　金

前　払　費　用

そ    の    他

未　収　入　金

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

建 物・構 築 物

　　減価償却累計額

機 械・運 搬 具

　　減価償却累計額

工具器具・備品

　　減価償却累計額

土　　　 　 地

 (用紙　Ａ４）
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△

△

Ｂ

（2）

Ｃ

（3）

関係会社株式・関係会社出資金

△

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

　  無形固定資産合計

リ ー ス 資 産

破産更生債権等

　　減価償却累計額

借 地 権

の れ ん

無形固定資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産

そ     の    他

建 設 仮 勘 定

特 許 権

　　減価償却累計額

　　有形固定資産合計

投 資 有 価 証 券

社 債 発 行 費

開 発 費

貸 倒 引 当 金

長 期 前 払 費 用

株 式 交 付 費

　　投資その他の資産合計

 （Ａ＋Ｅ＋Ｆ）＝4頁Ｕ

Ⅲ　繰 延 資 産

創 立 費

開 業 費

　　資 産 合 計

　　繰延資産合計

繰 延 税 金 資 産

（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

そ の 他

　　固 定 資 産 合計

そ の 他

リ ー ス 資 産

- 2 -



（Ｈ + Ｉ）

そ の 他

負ののれん

リ ー ス 債 務

Ⅱ　固　定　負　債

そ の 他

　 　　  　引当金

繰延税金負債

Ｉ

Ｈ

千円

Ⅰ　流　動　負　債

　負  債  合  計

　固 定 負 債 合 計

未 払 金

支 払 手 形

Ｊ

買 掛 金

未成工事受入金

社 債

リ ー ス 債 務

長 期 借 入 金

預　り　金

　流 動 負 債 合 計

　 　　  　引当金

前　受　収　益

仮　受　金

負　　　債　　　の　　　部

未 払 費 用

未払法人税等

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金
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千円

（１）資本金 Ｋ

（２）新株式申込証拠金 Ｌ

（３）資本剰余金

資本準備金

Ｍ

（４）利益剰余金

利益準備金

 準備金

 積立金

Ｎ

（５）自己株式 △ Ｏ

（６）自己株式申込証拠金 Ｐ

Ｑ

（１）その他有価証券評価差額金

（２）繰延ヘッジ損益

（３）土地再評価差額金

　　　　評価・換算差額等合計 Ｒ

Ｓ

　　
Ｔ

　　
Ｕ

(Ｑ＋Ｒ＋Ｓ)

 繰越利益剰余金

　 　　  　

　 　　  　

Ⅱ　評 価・換 算 差 額 等

　　　　　利益剰余金合計

純　　　資　　　産　　　の　　　部　　

　　　　　資本剰余金合計

Ⅰ　株　主　資　本

その他利益剰余金

その他資本剰余金

（Ｊ＋Ｔ）＝２頁Ｇ

負債純資産合計

　　　　　株主資本合計
（Ｋ+Ｌ+Ｍ+Ｎ-Ｏ+Ｐ）

純 資 産 合 計

Ⅲ　新 株 予 約 権
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千円

Ａ

Ｂ Ｃ

（Ａ＋Ｂ）

Ｄ

Ｅ Ｆ
（Ｄ＋Ｅ）

　　　

Ｇ
（Ａ－Ｄ）

Ｈ Ｉ

（Ｂ－Ｅ） （Ｃ－Ｆ又はＧ＋Ｈ）

（用紙Ａ４）

貸　倒　損　失

減 価 償 却 費

(兼業事業総損失）

Ⅲ　販売費及び一般管理費

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

動力用水光熱費

調 査 研 究 費

従業員給料手当

様式第16号(第4条、第10条、第19条の4関係）

交 際 費

自　令和    年    月    日

兼業事業売上高

　　完成工事総利益

修 繕 維 持 費

役　員　報　酬

貸倒引当金繰入額

損　　益　　計　　算　　書　

　売上総利益（売上総損失）

兼業事業売上原価

完成工事高

Ⅱ　売 上 原 価

完成工事原価

Ⅰ　売　上　高

至　令和    年    月    日

　　兼業事業総利益

通 信 交 通 費

(完成工事総損失）

事 務 用 品 費

地　代　家　賃

退　　職　　金

寄 付 金

広 告 宣 伝 費

(会社名)
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Ｊ

Ｋ
（Ｉ－Ｊ）

Ｌ

Ｍ
　　

Ｎ
（Ｋ＋Ｌ－Ｍ）

Ｏ

Ｐ

Ｑ
（Ｎ＋Ｏ－Ｐ）

Ｒ

Ｓ R±S

Ｔ
（Ｑ－Ｒ±Ｓ）

前期損益修正損

法人税等調整額

雑　　　　　費

Ⅵ　特 別 利 益

前期損益修正益

租　税　公　課

税引前当期純利益(税引前当期純損失)

固定資産売却益

そ  の  他

Ⅳ　営 業 外 収 益

Ⅴ　営 業 外 費 用

支　払　利　息

受取利息及び配当金

貸　倒　損　失

Ⅶ　特 別 損 失

保　　険　　料

固定資産売却損

法人税､住民税及び事業税

そ  の  他

当期純利益(当期純損失)

そ  の  他

貸倒引当金繰入額

開 発 費 償 却

　経常利益(経常損失)

そ  の  他

　営業利益(営業損失）
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Ａ

Ｂ

)

Ｃ

Ｄ

)

Ｅ

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）=５頁Ｄ

完 成 工 事 原 価 報 告 書

至　令和    年    月    日

自　令和    年    月    日

　　完成工事原価　

Ⅳ　経　　　　　費

千円

　　（うち人件費　

Ⅰ　材　　料　　費

　　（うち労務外注費

Ⅱ　労　　務　　費

Ⅲ　外　　注　　費

(会社名)
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自 令和 年 月 日

至 令和 年 月 日

(会社名)

積立金

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分

過年度税効果調整額

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計

新株式
申込
証拠金

様式第17号(第4条、第10条、第19条の4関係)

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(千円)

新株
予約権

資本
準備金

その他
資本剰
余金

純資産
合計

その他
有価証
券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再
評価差
額金

評価・
換算差
額等合
計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 剰 余 金

自己株式
株主資
本合計

資本
剰余金
合計

利益
準備金

利 益 剰 余 金
項　　　　　目

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

利益
剰余金
合計

当期首残高

資本金

当

期

変

動

額

当期末残高
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　　様式第17号の2（第4条、第10条、第19条の4関係）　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

１  継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

２　重要な会計方針

　(6)その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための基本となる

　　重要な事項

３　会計方針の変更

４　表示方法の変更

４－２　会計上の見積り

５　会計上の見積りの変更

６　誤謬の訂正

７　貸借対照表関係

　(2)保証債務、手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額

受取手形割引高 千円 千円　

　(3)関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び長期金銭債務

　(4)取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する

　　金銭債権及び金銭債務

８　損益計算書関係

注　　　　 記 　　　　表

至　令和    年    月    日

自　令和    年    月    日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(会社名)

　(3)売上原価のうち工事損失引当金繰入額

　(2)売上原価のうち関係会社からの仕入高

　　①担保に供している資産の内容及びその金額

　(1)売上高のうち関係会社に対する部分

　(6)工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

　(1)資産の評価基準及び評価方法

　(2)固定資産の減価償却の方法

　(3)引当金の計上基準

　(4)収益及び費用の計上基準

　(5)消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法

　(1)担保に供している資産及び担保付債務

　(5)親会社株式の各表示区分別の金額

裏書手形譲渡高

　　②担保に係る債務の金額
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９  株主資本等変動計算書関係

　(1)事業年度末日における発行済株式の種類及び数

　(2)事業年度末日における自己株式の種類及び数

　(4)事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

10  税効果会計

11  リースにより使用する固定資産

12　金融商品関係

13　賃貸等不動産関係

14  関連当事者との取引

会社等の名 議決権の所有
称又は氏名 (被所有)割合

    ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。

　(1)取引の内容

会社等の名 議決権の所有 期末残高
称又は氏名 (被所有)割合 (千円)

　(2)取引条件及び取引条件の決定方針

　(3)取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容

15  一株当たり情報

　(1)一株当たりの純資産額

　(2)一株当たりの当期純利益又は当期純損失

16  重要な後発事象

17  連結配当規制適用の有無

　(5)研究開発費の総額(会計監査人を設置している会社に限る。)

期末残高
(千円)

　(1)金融商品の状況

　(4)関係会社との営業取引以外の取引高

　(3)剰余金の配当

関係内容 取引の内容 取引金額

　(2)金融商品の時価等

　(1)賃貸等不動産の状況

　(2)賃貸等不動産の時価

科目

種 類 関係内容 科目

　取引の内容

種 類
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17-2  収益認識関係

18  その他
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　　様式第２５号の１２（第１９条の４関係）

千円

△

（  ）

△

 　　 記載要領

自　令和    年    月    日

至　令和    年    月    日

(用紙Ａ４）

　　 兼業事業売上原価報告書　　　

　　兼業事業売上原価

当 期 製 品 製 造 原 価

合 計

期首商品（製品）たな卸高

当 期 商 品 仕 入 高

期末商品 (製品 ) たな卸高

兼 業 事 業 売 上 原 価

当 期 製 品 製 造 原 価

　　1.建設業以外の事業を併せて営む場合における当該建設業以外の事業（以下｢兼業事業｣という｡)

計

期 末 仕 掛 品 た な 卸 高

　　(当期製品製造原価の内訳)

　　　に係る売上原価について記載すること。

　　2.二以上の兼業事業を営む場合はそれぞれの該当項目に合算して記載すること。

材　料　費

労　務　費

経　　　費

 (うち  外 注 加 工 費)

小計(当期総製造費用）

期 首 仕 掛 品 た な 卸 高

　　　ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未満

　　　の端数を切り捨てて表示することができる｡この場合､｢千円」とあるのは「百万円」として記載す

　　　ること。

　　3.「（当期製品製造原価の内訳)」は、当期製品製造原価がある場合に記載すること。

　　4.「兼業事業売上原価」は損益計算書の兼業事業売上原価に一致すること。

　　5.記載すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。


